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2023年 12月 20日 

各 位 

会 社 名 コ ム チ ュ ア 株 式 会 社 

 東京都品川区大崎一丁目 1 1 番２号 

代表者名 代表取締役 社長執行役員 澤 田  千 尋 

 (コード番号：３８４４ プライム市場 ) 

問合せ先 執 行 役 員  

コーポレート担当役員（経営企画・IT） 
根 本  佳 久 

 T e l : 0 3 － 5 7 4 5 － 9 7 0 0 

 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2023年 12月 20日開催の取締役会において、連結子会社であるソフトウエアクリエイション株

式会社（以下、「ＳＣＣ」といいます。）を吸収合併（以下、「本合併」といいます。）することを決議いたし

ましたので、下記の通りお知らせいたします。 

なお、本合併は 100％子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示して

おります。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

 当社はＳＣＣを 2022年４月に完全子会社化し、一体経営を推進しておりますが、両社の事業領域に重複

が多いことに鑑み、さらに一歩進めて本合併を実施することといたしました。 

これにより、事業戦略の統一とシナジー効果の発揮による収益の拡大を図ってまいります。 

なお、間接部門につきましては、既に本年４月に当社コーポレート部門に統合し、業務効率の向上を図っ

ております。 

 当社グループは今後も、お客様へのサービス向上と事業の成長を追求するため、経営資源を最適化し、よ

り強固な組織体制を築いてまいります。 

 

２．本合併の要旨 

（１）合併の日程 

取締役会決議（両社） 2023年 12月 20日 

合併契約締結日 2023年 12月 20日 

合併実施予定日（効力発生日） 2024年４月１日（予定） 

 なお、本合併は、当社においては会社法第 796条第２項の規定に基づく簡易合併であり、ＳＣＣ

においては会社法第 784条第１項の規定に基づく略式合併であるため、それぞれ株主総会の承認決

議を経ずに行います。 

 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ＳＣＣは解散いたします。 
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（３）合併に係る割当の内容 

 当社は、ＳＣＣの全株式を保有しているため、本合併による新株式の発行、資本金の増加および

合併交付金、その他一切の対価の交付はありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

 該当事項はありません。 

 

３．本合併の当事会社の概要（2023年３月 31日現在） 

 存 続 会 社 消 滅 会 社 

商 号 コムチュア株式会社 ソフトウエアクリエイション株式会社 

本 店 の 所 在 地 東京都品川区大崎一丁目 11番２号 東京都品川区大崎一丁目 11番２号 

代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 

代表取締役 社長執行役員 澤田 千尋 代表取締役社長 阿部 量 

事 業 内 容 クラウドソリューション事業、デジタルソ

リューション事業、ビジネスソリューショ

ン事業、プラットフォーム・運用サービス

事業、デジタルラーニング事業 

システム開発事業（Ｗｅｂ系、クライアントサ

ーバ系）、インフラ構築事業 

資 本 金 1,022百万円 36百万円 

設 立 年 月 日 1985年１月 18日 1975年５月 15日 

発行済み株式数 32,241,600株 72,000株 

決 算 期 ３月末 ３月末 

大 株 主 お よ び 

持 ち 株 比 率 

（自己株式を除く） 

有限会社コム 20.52％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 10.62％ 

ＳＳＢＴＣ ＣＬＩＥＮＴ ＯМＮＩＢ

ＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ 10.04％ 

コムチュア株式会社 100％ 

直前事業年度の 

財政状況および 

経 営 成 績 

2023年３月期 

純 資 産 15,097百万円（連結） 567百万円 

総 資 産 21,738百万円（連結） 1,370百万円 

１株当たり純資産 473.67円（連結） 7,887.27円 

売 上 高 29,056百万円（連結） 1,974百万円 

営 業 利 益 4,065百万円（連結） 236百万円 

経 常 利 益 4,067百万円（連結） 235百万円 

親 会 社 株 主 に 

帰 属 す る 

当 期 純 利 益 

2,695百万円 158百万円 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

84.56円 2,198.13円 

 

４．本合併後の状況 

本合併による当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期に変更はあり

ません。 
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５．今後の見通し 

 本合併は、当社の 100％子会社との合併であるため、当社連結業績への影響は軽微であります。 

 

以上 

 


